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―データ活用行動に影響を与える要素の実証研究― 

 

山口真一（国際大学 GLOCOM 主任研究員・講師） 

 

 

要旨 

本研究では，企業内外データ活用について実証分析を行う．分析の結果，自社データ

活用率は 36%，他社データ活用率は 19%に留まることが分かった．さらに，「経営者が

データ活用を学ぶ」,「代表者を若い人とする」,「企業規模を大きくする」,「社員の自

発的参加を促し，合理的管理をする」,「強制的，命令的な組織とし，データ活用をトッ

プダウンで実行する」等の要素が，データ活用促進戦略として有効であることが明らか

になった． 
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※本稿は、組織科学第 51 巻 4 号（白桃書房・組織学会編）に掲載されたものと同一の

内容である。 

 

I. 序 

1. データと企業 

本稿の目的は，企業内外データ活用が遅れていると指摘される日本企業について，企

業のデータ活用行動に影響を与えている要素を定量的に検証したうえで，効果的にデー

タ活用をするためにとるべき戦略を明確にすることである． 

ネットワークの高度化や，IoT の浸透，ソーシャルメディアサービスの普及等の高度

情報化社会の進展に伴い，データ流通量が指数的に増加している．実際，2016 年におけ

る日本のデータ流通量は，ブロードバンドと移動体通信を合わせた総ダウンロードトラ

フィックが前年同月比 35％増加しており，流通量は 2014 年以降急速に伸びている（総

務省，2016）．世界的にも同様の動きで，2025 年には全世界のデータ量は 163 ゼタバイ

トになり，2016 年の 16.1 ゼタバイトの 10 倍まで増加するとされている（IDC, 2017）． 

このような多くの情報のデータ化に伴い，データ活用によって新事業・サービスの創

造やコスト削減を達成するといった観点から，企業にプラスの影響がもたらされること

が期待されている．元橋（2016）では，企業のデータ活用目的について，主に「コスト

削減」，「顧客開発」，「製造プロセス改善」，「既存製品改良」，「業務革新」の 5 点が挙げ

られており，かつ，これらは少なからず効果が得られていることが明らかにされている． 

データ活用が企業にもたらした実際の効果については，未だ企業レベルの細かい定量

的研究はほとんどないが，マクロ的な効果を測ったものならばいくつかある．例えば，

イギリスにおけるデータ活用が，GDP の 2.3%に当たるベネフィットと，5 万人以上の

雇用創出をもたらしたことや（Mohamed, Ismail, & Hogan, 2012），アメリカにおいてヘ

ルスケア産業で 30 億ドル，公共部門で 25 億ユーロの GDP への貢献効果があったこと

が示されている（Manyika, Chui, Brown, Bughin, Dobbs, Roxburgh, & Byers, 2011）． 

加えて，近年では，自社のデータだけでなく，他社とのデータ連携やオープンイノベーシ

ョンによる革新も期待されるようになっている．オープンイノベーションについては，

Chesbrough（2003）で提唱されたとされ，その後 Chesbrough, & Garman（2009）では，「内部

のイノベーションを加速し，イノベーションの外部活用市場を拡大するため，目的に沿って

知識の流出入を活用すること」と定義されている．そして，企業が内部指向になると，現業

との関連性の薄さや社外技術の利用に対する消極性といった理由から，将来的に有望な事

業機会を逸している可能性があり，外部資源に依存した方が望ましいと指摘している．つま

り，外部にイノベーションの源泉を探索し，必要に応じてそれを使うことにより，企業は自

組織のみでは達成できないような新たな価値を創出・提供することが可能になるといえる

（一小路・勝又，2016）． 

実際，このようなオープンイノベーションは，企業パフォーマンスにプラスであるという
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ことが実証研究で明らかになっている（Lichtenthaler, 2009）．また，オープンイノベーショ

ンの成功に必要な要素として，連携を行う場，双方の信頼，投資資金，リーダーシップ等が

挙げられている（高垣，2017）．さらに，政策的対応も始まっており，例えば経済産業省は，

「データ駆動型イノベーション創出支援のためのデータエクスチェンジプラットフォーム

構築」をとおして，企業同士のデータマッチングを促進しようとしている． 

 

2. 日本におけるデータ活用の現状と本研究の問い 

以上のように自社内外のデータ活用やオープンイノベーションの重要性・効果が示さ

れている一方で，日本では他社データの活用だけでなく，自社データの活用すらもあま

り進んでいないことが指摘されている．三菱総合研究所（2017）による，IT 関連業種の

従業員数 100 名以上の企業を対象とした調査では，日本企業のデータ活用率は約 50％

に留まっていることが明らかになっている．同調査においてアメリカやドイツは約 70％

となっているため，世界的に見ても遅れているといえる．そして，企業規模によってデ

ータ活用の度合いに差があり，大規模企業ではデータ活用が進んできている一方で，中

小企業で遅れていることも指摘されている（元橋，2016）． 

また，他社との連携についても同様の指摘がなされており，日本企業が韓国企業に比

べてオープンイノベーションに関するツール導入並びに外部との連携が遅れていたり

（濱岡, Kim, & Lee, 2011），4 分の 3 の企業でオープンイノベーションを担当する人材が

不足しており，社内的な組織体制が不十分であったりといったことが明らかになってい

る（元橋・西尾・蟹・諏訪・吉村・篠原・鳥羽，2015）．さらに，データエクスチェンジ

コンソーシアム（2016）では，自社データの社外提供・連携経験のある企業は 26.5％に

留まり，まだデータを社外提供する商習慣は国内に根付いていないことが示されている． 

では，なぜ日本においてデータ活用やオープンイノベーションが進まないのであろう

か．この理由について，先行研究では企業へのアンケートを基に，データ分析人材が不

足していることや（ガートナー，2015；元橋，2016），「ビッグデータから価値を得る方

法が分からない」,「データの活用による費用対効果が分かりにくい」等の知識不足が，

主たる要因として指摘されている（野村総合研究所，2014；元橋，2016）．また，他社

とのデータ連携の阻害要因については，日本企業は外部企業とのデータ取引において，

企業の内部情報やノウハウ・技術，顧客情報，個人情報の流出に対して慎重な企業が多

いため，データ流通に不安と不満があることが示されている（三菱 UFJ リサーチ&コン

サルティング，2017；真野，2017）． 

以上のように，データ活用に対する期待が高まる一方で，日本の企業内外データ活用

状況は芳しくないのが現状である．そして，いくつかの先行研究によって，データ活用

が進んでいない要因として「知識を持った人材（データ分析人材）の不足」，「データ活

用に対する知識の不足」，「データ連携への慎重さ」などが主となっていることが明らか

になっている． 
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しかしながら，これらの調査は，いずれも主観的な評価を聞いているうえ，その調査

時の関心事にそって設問を用意して，散発的に聞いているに過ぎない．そのため，企業

は参考にしづらく，実際にデータ活用状況の改善は遅々として進んでいない．また，上

場企業の経営者のみに聞いている場合も多い．そもそも上場企業であることが大きなバ

イアスなうえ，経営者は自社の失敗を隠したい可能性があるので，二重のバイアスがか

かっている可能性がある． 

そこで本研究では，企業の属性を絞らない就労者アンケートによって，一般的な企業

におけるデータ活用状況を明らかにする．そして，企業が主観的に考えているデータ活

用阻害要因だけでなく，従業員年齢等の客観的な属性や組織風土が企業のデータ活用行

動にどのような影響を与えているか定量的に検証する． 

さらに，データを「自社データ」，「他社データ」の 2 種類に分類する．尚，この 2 種

類の定義は以下のとおりである． 

 

 自社データ：自社内のデータ，自社で取得しているデータ． 

 他社データ：他社から提供された（購入した）データ．他社が運営してい

る通販サイトにおけるユーザの購入履歴データなどが該当する． 

 

本稿の構成は以下のようになっている．第 II 節では，分析に用いるデータの概要と，

記述統計量からわかる日本企業のデータ活用の実態並びにデータ活用阻害要因の主観

的評価を述べる．第 III 節では，企業内外データ活用行動に影響を与えている要素を，

モデル分析によって明らかにする．第 IV 節では，それまでの分析結果を踏まえ，企業

の効果的なデータ活用を促進するために何をすればよいのか，戦略を明らかにする． 

 

II. 分析データ概要とデータ活用実態 

本節では，分析に用いるデータについて概要を述べたうえで，日本企業の内外データ

活用実態とデータ活用阻害要因に関する主観的な評価を記述統計量レベルで確認する． 

本研究に用いるデータは，2018 年 2 月に国際大学グローバル・コミュニケーション・

センターにて執り行った，企業の会社員（正社員・役員）を対象とした就労者アンケー

ト調査データで，サンプルサイズは 10,549 となる．ただし，売り上げがない企業の社員

と，公務員は対象外としている．得られたデータの企業規模分布は表 1 のとおり． 
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表 1 サンプル分布 

 

1. 企業内外データ活用の実態 

以上のデータを用いて，企業のデータ活用状況を示したものが図 1 である．上からそ

れぞれ自社データ，他社データとなっている．また，「わからない」という回答を除い

たため，それぞれのデータでサンプルサイズが異なる． 

ただし，データ活用について，アンケートでは以下のような文章を冒頭に挿入してい

る． 

 

本調査において，データ活用とは，POS データや SNS データ，位置情報，カメラ

の映像など企業にあるデータを用いて，業務を効率化したり，新事業・新サービス

の開発，顧客分析，経営方針の作成など企業の活動に活かしたりすることを指しま

す． 

たとえばスマホでの購買履歴から新商品を企画したり，取引データから営業・在

庫管理を改善したり，顧客からの問い合わせ音声記録を分析して経営方針に反映さ

せたりします．GPS データや監視カメラ映像を使う事もあります． 

 

図 1 を見ると，自社データでさえ 36%の企業しか活用できておらず，他社データに至

ると 19%にとどまることが分かる．三菱総合研究所（2017）の約 50%より低い値である

が，業種や規模を絞っていないためと考えられる．また，「検討はされていない」が，

自社データですら 53%も存在していた．第 I 節で見たように，データ活用について社会

全体で注目が集まっているにもかかわらず，日本企業の半数以上は自社データの活用を

検討すらしていないといえる．未だデータを活用するという文化は根付いていないとい

える． 

企業の売上高 サンプルサイズ

500万円未満 217

500万円～3000万円未満 561

3000万円～1億円未満 1,112

1億円～5億円未満 1,540

5億円～10億円未満 881

10億円～50億円未満 1,494

50億円～100億円未満 781

100億円～500億円未満 1,292

500億円～3000億円未満 973

3000億円～5000億円未満 283

5000億円以上 1,415

合計 10,549
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図 1 日本企業のデータ活用状況 

 

2. データ活用阻害要因の主観的評価 

さて，以上を踏まえ，データ活用を阻害している要因は何か，就労者による主観的な

評価を検証する．主観的な評価としては，野村総合研究所（2012）や三菱 UFJ リサーチ

&コンサルティング（2017）を参照し，図 2 のような項目を作成した． 

図 2 を見ると，「データ活用について，経営方針・戦略が具体的に定まっていない」

が，どのデータ活用でも突出して高く，半分程度にのぼることが分かる．つまり，デー

タ活用について具体的に何をどうして，それによって何が得られるのかが不透明なので

手が付けられていない状態と考えられる．このことから，経営者がデータの管理やデー

タ分析方法，他企業のデータ活用事例について学ぶことが，データ活用促進に寄与する

と考えられる． 

次いで，「分析する人材・組織が不足している」も高い値となった．特に，自社デー

タの活用においては 31%と高い．日本においてデータ分析人材が足りないことは既に多

くの文献で指摘されている．例えば Manyika et al.（2011）では，日本におけるビッグデ

ータを分析する人材が，アメリカや中国に比べて著しく少なく，イギリス，フランス，

イタリアよりもかなり少ないことが示されている．また，データ分析の訓練を受けた大

学卒業生の人数も少ないことが分かっており，この差はさらに広がっていっていること

が懸念されている． 
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図 2 データ活用阻害要因の主観的評価 

III. データ活用行動の実証分析 

1. 分析モデルと変数の概要 

 本節では，企業内外データ活用行動に対して，企業のどのような特徴が影響を与えて

いるか定量的に検証するため，モデル分析を行う．企業のデータ活用行動について，売

り上げ規模等の企業の客観的な属性と，組織風土の 2 つが影響を与えているとすると，

以下のデータ活用行動モデルが構築される． 

 

𝑙𝑜𝑔𝑖𝑡[𝑃(𝑢𝑖𝑗 = 1)] = 𝑙𝑜𝑔 (
𝑃[𝑢𝑖𝑗]

1 − 𝑃[𝑢𝑖𝑗]
) = 𝛼 + 𝑋𝑖𝛽

1 + 𝑍𝑖𝛽
2 + 𝜀𝑖 

(1) 

 

 ただし，𝑢𝑖𝑗は企業 i がデータ j について活用していれば 1 とするダミー変数，

𝑃(𝑢𝑖𝑗 = 1)は，𝑢𝑖𝑗 = 1となる確率，𝑋𝑖は企業の客観的属性ベクトル，𝑍𝑖は組織風土ベク

トルであり，𝛼，𝛽1，𝛽2，𝜀𝑖は，定数項とそれぞれがかかっているベクトルのパラメー

タ，誤差項となっている．また，モデルはロジットモデルとなっている． 

 推定に用いるデータは，第 II 節と同じアンケート調査において，より詳細に質問を行

うために絞った 3,009 人から取得した．この 3,009 人は，自社データか他社データ，ど

ちらか 1 つでも活用していると答えた人を多く取得している．ただし，そのまま分析す

るとデータ活用企業の説明力がランダムサンプリングに比べて高くなってしまうため，

以降の分析ではウェイト付けを行ってバイアスを調整している． 
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企業の客観的属性としては，売上高，従業員数，企業年齢，3 年以内離職率，外資系

企業かどうか，代表者年齢，従業員平均年齢，大都市圏立地iかどうかを取得した． 

また，組織風土としては，福井・原谷・外島・島・高橋・中田・深澤・大庭・佐藤・

廣田（2004）の組織風土尺度（12 項目版）を用いる．これは，表 2 の 12 の設問につい

て，はい・いいえで回答してもらい，はいであれば 2 点，いいえであれば 1 点をつけて，

「組織環境」,「伝統」の 2 軸で点数を合計して尺度とするものである．各 6 問ずつ対応

しているため，各最大 12 点，最小 6 点となる．組織環境インデックスが高い場合，そ

の企業は「社員の参加度が高く，合理的な管理が出来ている」といえ，伝統インデック

スが高い場合，その企業は「強制的，命令的，封建的な組織である」といえる． 

本組織風土尺度を用いるのは以下の 2 つの理由からである．第一に，少ない設問数で

ありながら妥当性が検証されている点．本研究は就労者を対象とした大規模アンケート

調査となるため，設問数が多量に必要な物は適さない．第二に，組織が活発かどうかと

伝統強制的かどうかという 2 軸は，データ活用という新しい取り組みに対して影響を与

えている可能性が高い点．組織が活発であればデータ活用を行う傾向にあり，伝統強制

的であれば従業員の裁量権が小さく，新しいことをやりにくいということでデータ活用

を行わない傾向にあると予測される． 

これらの変数の記述統計量は，表 3 のようになる． 

表 2 組織風土尺度設問 

 

                                                   
i 東京都、神奈川県、愛知県、大阪府の 4 都府県に立地している場合は大都市圏立地とした。 

インデックス 質問項目

1 社員には、何が何でも自分の役割を果たそうとする姿勢が
見受けられる

2 社員はたいへんよく仕事をしている

3 その日に行われなければならないことは、詳細な点まで社
員に説明されている

4 ミーティングの議題は、よく整理され全般に及んでいる

5 中間管理職の注意や指導は詳細な点まで及んでいる

6 ミーティングの成果は、必ず次の仕事に生かされている

1 会社の方針や規則に従うように、厳しい要請がある

2 管理者(部長、課長）は叱ることはあってもほめることはま

れである

3 仕事はすぐにやらないと、何か言われそうである

4 会社には、個人の存在を無視するような風潮がある

5 管理者は、どちらかといえば絶えず社員をチェックしてい
る

6 会社の伝統や習慣は、かなり強制的なものと考えている社
員が多い

組織環境インデックス

伝統インデックス
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表 3 記述統計量 

 

2. 推定結果 

 以上を踏まえて(1)式を推定したのが表 4 となる．ただし，表 4 において，<1>列は企

業内データ活用について分析した結果で，<2>列は企業外データ活用について分析した

結果である．p 値は White（1980）の不均一分散に頑健な標準誤差から算出されており，

係数は限界効果iiを示している．サンプルサイズが 3,009 となっていないのは，データ活

用についてわからないと答えているサンプルを除外しているためである．また，モデル

には総務省の日本標準産業分類（大分類）に従った業種のダミー変数も入れているが，

結果は省略している．尚，推定には統計ソフト STATA を用いている． 

                                                   
ii 限界効果とは、説明変数が 1 単位増加した時に確率がどの程度変化するのかを表している。限界効果

は、以下のような式で算出される。 

 

限界効果
𝑖𝑙
= 𝑔(𝑋𝑖

′
𝛽)𝛽𝑙 = ∆(𝑋𝑖

′
𝛽) [1 − ∆(𝑋𝑖

′
𝛽)]𝛽𝑙 

(2) 

 

ただし、g は関数形、𝛽𝑙はベクトル X の l 番目の変数のパラメータという意味である。注目すべきは、限

界効果はサンプル i によって変化するという点である。そのため、サンプル全体の平均値を求めるのが一

般的である。これを平均限界効果という。本稿でも、平均限界効果を用いる。 

平均限界効果
𝑙
=
1

𝑛
∑𝑔(𝑋𝑖

′𝛽̂)𝛽𝑙̂
𝑛

𝑖=1

 

(3) 

平均値 標準偏差 最小値 最大値

売上高（億円） 1140.00 2090.00 0.03 6000.00

従業員数 1806.55 2731.04 2.00 7500.00

企業年齢 47.37 25.97 1.00 83.00

離職率 14.90 13.75 5.00 55.00

外資系企業 0.03 0.17 0.00 1.00

代表者年齢 60.35 9.55 19.00 75.00

従業員平均年齢 43.69 7.38 25.00 75.00

大都市圏 0.54 0.50 0.00 1.00

組織環境インデックス 6.71 1.02 6.00 12.00

伝統インデックス 6.84 1.27 6.00 12.00
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表 4 推定結果（データ活用確率への定量的影響） 

 

 

まず，客観的属性について確認すると，売上高と従業員数は<1>列，<2>列共に有意に

正であった．このことから，規模が大きいほどデータ活用をしていることが分かり，こ

の結果は元橋（2016）とも一致する．これらの変数は対数変換しているため，定量的解

釈は,例えば，売上高が 1%増えると企業内データを活用する確率が 0.0266%増加すると

なる．また，離職率も共に有意に負であり，辞める人の割合が高い企業ではデータ活用

が進まないことが分かる．これは，長期的な視野で戦略を考える人が従業員に少ないこ

とや，自社が蓄積したデータや関係の深い他社が保持しているデータを分析する人材が，

育つ前に辞めてしまうためと考えられる． 

 <1>列と<2>列で傾向が異なるのが，代表者の年齢である．企業内データを活用するこ

とについては代表者の年齢は有意な影響を与えていないが，企業外データ活用には 1%

水準で有意に負の影響を与えている．これは，先行研究でもいわれているとおり，企業

がデータ連携に不安を持っていることが活用の進まない要因の 1 つであり，そのような

慎重さ（保守さ）が，代表者の年齢が高い場合に，より一層強くなると解釈できる．そ

の一方で，従業員平均年齢は有意水準 80%でも有意にならず，少なくとも本研究ではデ

ータ活用との関係は見られなかった． 

次に，組織風土について確認すると，組織環境インデックス，伝統インデックス共に

<1>列、<2>列で有意に正となっており，特に組織環境インデックスは大きな影響を与え

ている．組織環境インデックスに関係するのは，「社員は役割を果たそうとしている」，

「ミーティングの議題はよく整理されている」等である．このように社員の自発的な参

加を促すような環境を整えると同時に，合理的な組織運営にしていくことが，データ活

限界効果 p値 限界効果 p値

客観的属性 売上高（対数） 0.0266 0.00 ** 0.0117 0.01 *

従業員数（対数） 0.0426 0.00 ** 0.0389 0.00 **

企業年齢 -0.0003 0.49 -0.0004 0.27

離職率 -0.0019 0.01 * -0.0019 0.00 **

外資系企業 0.1075 0.15 0.0074 0.86

代表者年齢 0.0005 0.66 -0.0024 0.01 **

従業員平均年齢 0.0003 0.85 -0.0002 0.83

大都市圏 -0.0267 0.21 0.0107 0.49

業種

組織風土 組織環境インデックス 0.0415 0.00 ** 0.0257 0.00 **

伝統インデックス 0.0267 0.00 ** 0.0180 0.00 **

サンプルサイズ

注1: **p<0.01, *p<0.05

注2: p値は不均一分散に頑健な標準誤差から算出している。

<1> <2>

企業内データ

2441

企業外データ

1950

省略 省略
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用を促進させるといえる． 

 一方で，伝統インデックスの符号は予想に反している．「管理者は褒めることが少な

い」，「会社の方針や規則に従うように，厳しい要請がある」等，強制的，命令的，封建

的な組織であるとデータ活用が促進されるといえる．この解釈としては，強制的な企業

ではトップダウンで組織を動かしやすいため，上に立っている人間がデータ活用をする

べきと考えれば，全社的にそれに従うということが考えられる．実際，主観的評価をま

とめた図 2 でも，データ活用を阻害するものとして突出して高かったのが経営方針・戦

略が定まっていないというものであった．具体的にそれらを定め，トップダウンで実行

できる企業が，データ活用を促進できるといえる． 

 

IV. 考察 

本研究では，日本企業におけるデータ活用の実態と，データ活用阻害要因について，

就労者アンケートを基に実証研究を行った．分析の結果，まず，自社データ活用率が 36%，

他社データ活用率が 19%と，依然低い水準にあることが確認され，その主たる要因とし

て主観的に考えられているのが，「データ活用について，経営方針・戦略が具体的に定

まっていない」であることが分かった． 

 次に，モデル分析によって企業内外データ活用行動に対して，何が影響を与えている

か分析した結果，売上高，従業員数，組織環境インデックス，伝統インデックスが有意

に正となり，離職率が有意に負となった．また，企業外データ活用については，さらに

代表者年齢が有意に負となった． 

以上のことから，企業内外データ活用をするために企業がとるべき行動として，以下

の 5 つが提案される． 

1. データ活用を具体的な戦略に落とし込めるように，経営者がデータ分析・

活用について学ぶ．また，特に他社とのデータ連携を促進するために，代

表者を出来るだけ若い人にする． 

2. 企業規模について，売上高・従業員数共に大きくする． 

3. 社員の離職率を低下させ，データ分析人材を中長期に育成できるようにす

る． 

4. 社員の自発的な参加を促すような環境を整えたうえで，ミーティングの議

題を整理する等，合理的な組織運営を心掛ける． 

5. 強制的，命令的，封建的な組織とし，データ活用がトップダウンで実行で

きるようにする． 

ただし，本研究にはいくつか課題もある．第一に，分析データが就労者アンケートで

ある点．データ活用状況についてわからないと回答した人はサンプルから外してはいる

ものの，経営者（あるいは経営者が指名したデータ活用に詳しい部署の人間）を対象と

したアンケートより，データ活用に関する知識レベルは低いと考えられる．データ活用
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の定義を冒頭に書いてはいるが，バイアスが発生している可能性がある．第二に，日本

企業のみを対象としている点．日本企業のデータ活用が遅れているという観点からする

と，日本のみで分析してもデータ活用促進を検討するには不十分である．データ活用行

動について，他国と相対的に比較する必要がある． 

以上のようにいくつか課題はあるものの，実証研究が乏しいが，昨今急速にその経営

的重要性が指摘されている企業内外データ活用行動について，定量的に何が影響を与え

ているか検証し，企業がとるべき行動を提案したのは，本研究の意義であると考える．

今後高度情報化社会がますます発展していく中で，データ活用は重要性を増していくと

予想される．そして，テクノロジーの発達は企業間連携も容易としたため，上手くコラ

ボレーションした企業こそが，他社に先んじてイノベーションを起こせるということが

考えられる．実証研究をより発展させ，効果的なデータ活用を促進するための施策を検

証していく必要があるだろう． 
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